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　2008年は洞爺湖サミットが開

催されるなど、環境問題に注目

が集まりました。では、生活者

の意識はどうでしょうか。N R I

が10月に行ったアンケート調査

からは、生活者の温暖化・エネ

ルギー問題に対する関心の高

さが見えてきました。

　アンケートの結果を見ると、

約３分の２の人が、温暖化・エネ

ルギー問題を重要な社会問題

と考え、日常生活でも意識して

いるようです。家電製品の購入

時も、８割の人が省エネ性能を

重視しています。省エネ性能が

光熱費の節約につながることも、

理由の一つと言えそうです。

　一方、カーボン・オフセット商

品（商品生産の過程でCO2の排出

削減努力をし、削減困難な分につ

いては、排出権の購入などにより

埋め合わせを行う商品）の購入意

識はそれほど高くはありません。

カーボン・オフセット商品を知ら

ない人も４割近くおり、普及に

は存在の周知が必要です。

　低炭素社会実現のための社

会全体の取り組みについては、

省エネ設備や省エネ製品購入

時の補助金、税制優遇などを求

める声が多くありました。今後

は、国によるインセンティブの

付与が期待されているようです。

高まる温暖化・省エネへの関心
──温暖化・エネルギー問題に関するアンケート調査から

データ潮流

カーボン・オフセット商品を購入したことがあるか（Ｎ=1000）

低炭素社会に向けて社会全体で取り組むべきことは何か

調査概要） NRI「生活者の地球温暖化・エネルギー問題への認識に関するアンケート調査」
 実施時期＝2008年 10月 8～9日／方法＝インターネット調査／対象＝日本全国に在住する男女1000人
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省エネ・新エネ設備への補助金、税制優遇
省エネ製品の購入に対する税制優遇

省エネライフスタイルの情報提供、周知
省エネ製品開発の義務化
自然エネルギーの利用促進

環境教育・学習の充実、人材育成
エコポイント制度の普及

カーボン・オフセット商品の普及促進
日本の省エネ技術等の途上国等への適用
光熱費やガソリンなどへの課税の強化

排出枠や排出権取引概念の家庭への適用
サマータイム制度の導入
国際的な対話の促進
原子力発電の利用拡大
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家電製品を買うときに省エネ性能を意識するか（Ｎ=1000）
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地球温暖化・エネルギー問題に関心はあるか（Ｎ=1000）
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強い関心を持っている 比較的関心を持っている 日常の行動では
関心が薄い
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